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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第３四半期連結
累計期間

第36期
第３四半期連結
累計期間

第35期

会計期間
自平成22年８月１日
至平成23年４月30日

自平成23年８月１日
至平成24年４月30日

自平成22年８月１日
至平成23年７月31日

売上高（千円） 1,139,431 1,410,291 1,583,880

経常利益（千円） 88,750 162,302 123,169

四半期（当期）純利益（千円） 56,470 74,295 73,105

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
56,705 85,495 73,706

純資産額（千円） 2,105,874 2,181,923 2,122,875

総資産額（千円） 3,044,507 3,248,623 3,260,998

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
64.27 84.56 83.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 69.2 67.2 65.1

　

回次
第35期

第３四半期連結
会計期間

第36期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年２月１日
至平成23年４月30日

自平成24年２月１日
至平成24年４月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 26.94 21.97

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　　ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．第35期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

　　　（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。   

　４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

　　　しないため、記載しておりません。

　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　　　なお、当社グループは、フィットネス・コミュニケーションズ㈱を子会社化したことを契機に、社内組織の見直しを行

い、これに伴い、第１四半期連結累計期間より報告セグメントの区分方法を変更しております。詳細は、「第４経理の

状況 １ 四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「３.報告セグメントの変更等に

関する事項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

   文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にある

中、復興需要への期待や各種政策効果などを背景に、企業の生産・雇用状況は緩やかな持ち直しの動きがみられ

ました。しかしながら、先行きについては、ユーロ圏における財政・債務問題等や世界的な金融市場の混乱によ

る円高の影響、さらに新興国の景気減速懸念等を背景に、不透明感がより強まる状況にあります。情報サービス

産業においても、このような状況を反映し、企業のＩＴ投資は慎重姿勢はとりつつも、新たな分野でのシステム

需要も発生し、堅調に推移しました。

このような状況の中、当社グループは積極的な受注活動の推進、更なる採算性の重視、品質の向上に努めてま

いりました結果、当第３四半期連結累計期間における経営成績は、次のとおりとなりました。

売上高は1,410百万円（前年同期比270百万円増)、売上原価は906百万円（前年同期比155百万円増）となり、

売上総利益は504百万円（前年同期比115百万円増）となりました。営業利益については、販売費及び一般管理

費は、経費節減努力はしたものの、研究開発費の増加やのれん償却額により343百万円（前年同期比42百万円

増）となり、その結果、160百万円（前年同期比73百万円増）となりました。経常利益については、営業外収益が

８百万円、営業外費用は６百万円となり、その結果、162百万円（前年同期比73百万円増）となりました。四半期

純利益は、税金等調整前四半期純利益が163百万円（前年同期比61百万円増）、税金費用は88百万円（前年同期

比43百万円増）となり、その結果、74百万円（前年同期比17百万円増）となりました。　

　

セグメントの状況は、以下のとおりであります。

　(ソフトウェア開発関連事業)

　 ソフトウェア開発関連事業については、システム開発案件の受注が好調であり、また、ＣＭＭＩの導入コンサル

ティング及び公式セミナーも順調に推移した結果、売上高は1,169百万円、セグメント利益は192百万円となりま

した。

　(サービスインテグレーション事業)

　サービスインテグレーション事業については、ＡＳＰサービスは順調に推移したものの、投資案件の開発もあ　 

り、売上高は237百万円、セグメント損失22百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は3,248百万円となり、前連結会計年度末に比べ12百万円の減

少となりました。これは主に、売掛金が16百万円、投資有価証券が20百万円それぞれ増加したものの、現金及び預

金が38百万円、のれんが14百万円それぞれ減少したことによるものであります。

②　負債の部

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は1,066百万円となり、前連結会計年度末に比べ71百万円の減

少となりました。これは主に、賞与引当金が51百万円、未払法人税等が17百万円それぞれ増加したものの、借入金

が99百万円、未払金が41百万円それぞれ減少したことによるものであります。

③　純資産の部

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は2,181百万円となり、前連結会計年度末に比べ59百万円の

増加となりました。これは主に、剰余金の配当26百万円があったものの、四半期純利益74百万円を計上し、その他

有価証券評価差額金が11百万円増加したことによるものであります。 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、49,532千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,072,000

計 3,072,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 888,000 888,000

大阪証券取引所　　　　　　ＪＡ

ＳＤＡＱ　　　　　（スタン

ダード）

単元株式数

100株

計 888,000 888,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年２月１日～

平成24年４月30日　
－ 888,000 － 357,840 － 262,896

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成24年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　9,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　878,300 8,783 －

単元未満株式 普通株式　　　　400 － －

発行済株式総数 　　　　　888,000 － －

総株主の議決権 － 8,783 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式77株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成24年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(株)大和コンピューター
大阪府高槻市若松町

36番18号
9,300     － 9,300 1.04

計 － 9,300     － 9,300 1.04

（注）単元未満株式の買取により直前の基準日（平成24年１月31日）から増加した結果、平成24年４月30日現在における

実際の自己株式数は9,455株となっております。

　

　

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年２月１日から平成

24年４月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年８月１日から平成24年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,226,792 1,188,609

売掛金 280,297 296,976

仕掛品 18,923 19,556

その他 78,586 89,359

貸倒引当金 △2,698 △2,878

流動資産合計 1,601,900 1,591,623

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 534,274 514,159

土地 823,877 823,877

その他（純額） 10,493 16,045

有形固定資産合計 1,368,646 1,354,082

無形固定資産

のれん 88,918 74,098

その他 11,633 8,310

無形固定資産合計 100,552 82,408

投資その他の資産

投資その他の資産 192,879 228,844

貸倒引当金 △2,980 △8,336

投資その他の資産合計 189,899 220,508

固定資産合計 1,659,097 1,656,999

資産合計 3,260,998 3,248,623
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,476 7,181

1年内返済予定の長期借入金 141,554 140,814

未払法人税等 60,851 78,842

賞与引当金 69,090 120,230

プログラム保証引当金 1,071 1,001

受注損失引当金 ※
 5,042

※
 15,458

その他 245,407 189,076

流動負債合計 530,493 552,604

固定負債

長期借入金 428,381 329,939

退職給付引当金 76,827 81,735

長期未払金 102,420 102,420

固定負債合計 607,629 514,095

負債合計 1,138,122 1,066,699

純資産の部

株主資本

資本金 357,840 357,840

資本剰余金 262,896 262,896

利益剰余金 1,503,345 1,551,281

自己株式 △8,950 △9,039

株主資本合計 2,115,130 2,162,978

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,745 18,945

その他の包括利益累計額合計 7,745 18,945

純資産合計 2,122,875 2,181,923

負債純資産合計 3,260,998 3,248,623
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年８月１日
　至　平成23年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年８月１日
　至　平成24年４月30日)

売上高 1,139,431 1,410,291

売上原価 751,193 906,216

売上総利益 388,238 504,075

販売費及び一般管理費 301,317 343,997

営業利益 86,921 160,077

営業外収益

受取利息 210 163

受取配当金 1,542 1,920

受取家賃 5,670 5,396

その他 3,553 1,395

営業外収益合計 10,976 8,877

営業外費用

支払利息 4,958 5,852

為替差損 3,931 －

その他 257 800

営業外費用合計 9,147 6,652

経常利益 88,750 162,302

特別利益

固定資産売却益 33 －

助成金収入 12,973 874

特別利益合計 13,006 874

特別損失

固定資産除却損 5 －

特別損失合計 5 －

税金等調整前四半期純利益 101,751 163,177

法人税、住民税及び事業税 59,974 113,780

法人税等調整額 △14,693 △24,899

法人税等合計 45,280 88,881

少数株主損益調整前四半期純利益 56,470 74,295

少数株主利益 － －

四半期純利益 56,470 74,295
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年８月１日
　至　平成23年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年８月１日
　至　平成24年４月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 56,470 74,295

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,866 11,200

為替換算調整勘定 4,101

その他の包括利益合計 234 11,200

四半期包括利益 56,705 85,495

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 56,705 85,495

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

　  　該当事項はありません。

 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

        該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

        該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　  　　該当事項はありません。

　　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間

（自  平成23年８月１日　至  平成24年４月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等による影響）　

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後開始する連結会計年度から法人税率の引下げ

及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率は従来の41.0％から、平成24年８月１日に開始する連結会計年度から平成26年８月１日に開始する連結会

計年度に解消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年８月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見

込まれる一時差異等については35.6％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控

除した金額）は7,845千円減少し、法人税等調整額は9,434千円増加しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年７月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年４月30日）

※　  　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産は、これ

に対応する受注損失引当金を相殺表示することとし

ておりますが、当連結会計年度末において受注損失引

当金に対応する額はありません。

※　  　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産は、これ

に対応する受注損失引当金を相殺表示することとし

ておりますが、当四半期連結会計期間末において受注

損失引当金に対応する額はありません。

　　

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　　該当事項はありません。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費

（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

　

  
前第３四半期連結累計期間
（自  平成22年８月１日
　　至  平成23年４月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成23年８月１日
至  平成24年４月30日）

減価償却費 30,151千円 29,281千円

のれんの償却額 4,939千円 14,819千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自　平成22年８月１日　至　平成23年４月30日）

　    １．配当に関する事項

     配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月26日

定時株主総会
普通株式 26,358 30.0 平成22年７月31日 平成22年10月27日利益剰余金

    

２．株主資本の金額の著しい変動      

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自　平成23年８月１日　至　平成24年４月30日）

　    １．配当に関する事項

     配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月26日

定時株主総会
普通株式 26,358 30.0 平成23年７月31日 平成23年10月27日利益剰余金

    

２．株主資本の金額の著しい変動      

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年８月１日　至　平成23年４月30日）

　　  当社グループは、報告セグメントがソフトウェア開発関連事業のみであるため、記載を省略しております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自　平成23年８月１日　至　平成24年４月30日）

　１．報告セグメントの概要

　　　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　　　当社グループは、情報システムの構築・稼働までを事業領域とする「ソフトウェア開発関連事業」と、SaaS型ソフ

トウェアサービス等を事業領域とする「サービスインテグレーション事業」を主な事業としております。

      従って、当社は、「ソフトウェア開発関連事業」及び「サービスインテグレーション事業」を報告セグメントと

しております。

　　  具体的な事業の内容は、次のとおりであります。

      「ソフトウェア開発関連事業」は、顧客より請け負った受託開発業務を中心に、システム／ソフトウェアの設計

・開発・導入、保守などのサービスを提供すること、及びソフトウェア開発プロセスの改善・ＣＭＭＩ導入コンサ

ルテーションを提供することで、顧客の企業活動をサポートしております。

      「サービスインテグレーション事業」は、SaaS型によるソフトウェアサービスの提供、及び関連するシステム／

ソフトウェアのコンサルティングから設計・開発・導入、保守、ハードウェア販売／導入、サプライ供給などによ

り、導入システムや企業活動をトータルにサポートしております。

　　　　　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

ソフトウェ
ア開発関連
事業

サービスイ
ンテグレー
ション事業

計

売上高        

外部顧客への売上

高
1,159,486237,5201,397,00613,2841,410,291    －　 1,410,291

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

10,205    － 10,2058,51118,716△18,716     －

計 1,169,691237,5201,407,21121,7961,429,007△18,7161,410,291

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
192,926△22,547170,379△14,351156,0274,050 160,077

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システム販売等であります。

　　　２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　  当社グループは、フィットネス・コミュニケーションズ㈱を子会社化したことを契機に、社内組織の見直しを行

い、これに伴い、第１四半期連結累計期間より報告セグメントの区分方法を変更しております。

　  なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報を当第３四半期連結累計期間の区分方法により作成した情報

については、必要な財務情報を遡って作成することが実務上困難であるため記載しておりません。

　  また、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は単一セグメントであることから、前第３四半期連結累計期

間の区分方法により作成した当第３四半期連結累計期間のセグメント情報の記載は省略しております。
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。　

　

　

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

　

（企業結合等関係）

　  該当事項はありません。

　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年８月１日
至　平成23年４月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年８月１日
至　平成24年４月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 64円27銭 84円56銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 56,470 74,295

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 56,470 74,295

普通株式の期中平均株式数（千株） 878 878

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

　

－

　

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。　

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年６月12日

株式会社大和コンピューター

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 笹山　直孝　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大和コ

ンピューターの平成２３年８月１日から平成２４年７月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２

４年２月１日から平成２４年４月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年８月１日から平成２４年４月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大和コンピューター及び連結子会社の平成２４年４月３０日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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